
   

 
 

                                               

44.2兆円 49.5兆円 42.9兆円

- 2.6兆円 2.6兆円

一般会計分　計 44.2兆円 52.0兆円 45.5兆円

2.7兆円 2.4兆円 1.9兆円

15.0兆円 15.0兆円 11.0兆円

112.3兆円 111.1兆円 112.2兆円

174.2兆円 180.5兆円 170.5兆円

154.5兆円 161.4兆円 156.8兆円

149.7兆円 149.4兆円 156.6兆円

3.0兆円 2.4兆円 2.0兆円

16.7兆円 16.7兆円 11.7兆円

174.2兆円 180.5兆円 170.5兆円

日銀乗換

２５年度（当初）

２５年度（当初）

財投債

区　　分 ２４年度（当初） ２４年度（補正後）

年金特例国債

建設・特例国債

２４年度（補正後）

復興債

合計

カレンダーベース
市中発行額

借換債

市中発行分

個人向け販売分

２４年度（当初）

国債発行総額

〈消化方式別発行額〉

区　　分

〈発行根拠法別発行額〉

 

 

平 成 ２５年 度 国 債 管 理 政 策 の概 要 
 

 平成２５年度の国債発行総額は１７０．５兆円となり、対前年度当初で減少。一方、カレンダーベース市中発行額（入札による

市中への発行額）は、２４年度補正予算で増発する国債の発行が２５年度にずれ込むことなどから増加（５年連続）。 

 

○ 年限別のバランスのとれた増発と 30 年債市場の育成 
 本年 4 月からの国債市中発行については、市場のニーズ・動

向を踏まえ、平成 24 年度補正予算に伴う 2 月からの増発と合

わせ、バランスのとれた年限構成により増発を行いつつ、平

均償還年限を着実に長期化（7年 11ヶ月）。 

 30 年債については、現在の年間 8 回発行から、毎月発行に移

行し、市場を育成。 

○ 物価連動債の発行再開 
 物価連動債については、償還時の元本保証を設けた新たな商

品性により発行を再開。具体的な再開時期等については市場

関係者を交え検討。 
○ 国債整理基金残高の圧縮による借換債の発行抑制 

 従来、国債整理基金残高により備えてきたオペレーショナ

ル・リスク（大規模災害やシステム障害等により借換債発行

ができない事態）に対しては、日本銀行からの一時借入によ

る対応が可能となったことから、基金残高を当該一時借入の

対象外である国債入札の偶発的な未達に備えた水準まで圧縮

することとし、圧縮分を国債償還に充てることにより、借換

債の発行を抑制。 
（基金残高見込み 平成24年度末10.2兆円→平成25年度末 3兆円）

国債発行規模

平成２５年度の主な施策 

（参考）買入消却について 

○市中からの買入消却について、総額 2.7 兆円程度を上限に実施 

（資料１） 
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＜発行根拠法別発行額＞ （単位：億円） ＜消化方式別発行額＞ （単位：億円）

(b)－(a)

59,090 114,290 55,200 57,750 ▲ 1,340 ▲ 56,540
カレンダーベース
市中発行額 1,497,000 1,494,000 ▲ 3,000 1,566,000 69,000 72,000

383,350 380,360 ▲ 2,990 370,760 ▲ 12,590 ▲ 9,600
第Ⅱ非価格
競争入札 41,850 62,326 20,476 44,775 2,925 ▲ 17,551

442,440 494,650 52,210 428,510 ▲ 13,930 ▲ 66,140 年度間調整分 6,463 57,940 51,477 ▲ 42,323 ▲ 48,786 ▲ 100,263

－ 25,842 25,842 26,110 26,110 269 1,545,313 1,614,266 68,953 1,568,452 23,139 ▲ 45,813

442,440 520,492 78,052 454,620 12,180 ▲ 65,871 個人向け国債 25,000 20,000 ▲ 5,000 16,000 ▲ 9,000 ▲ 4,000

26,823 24,033 ▲ 2,790 19,026 ▲ 7,797 ▲ 5,007 その他窓販 5,000 4,000 ▲ 1,000 4,000 ▲ 1,000 －

150,000 150,000 － 110,000 ▲ 40,000 ▲ 40,000 30,000 24,000 ▲ 6,000 20,000 ▲ 10,000 ▲ 4,000

1,123,050 1,110,741 ▲ 12,309 1,121,806 ▲ 1,244 11,065 167,000 167,000 － 117,000 ▲ 50,000 ▲ 50,000

34,488 25,130 ▲ 9,358 36,690 2,202 11,560 1,742,313 1,805,266 62,953 1,705,452 ▲ 36,861 ▲ 99,813

1,742,313 1,805,266 62,953 1,705,452 ▲ 36,861 ▲ 99,813

・

・

特例国債

（注２）

（注１）

（注３）

（注４）

国債発行総額

平成25年度における前倒債の発行限度額は20兆円。

平成25年度において、市中からの買入消却について、総額2.7兆円程度を上限に実施（具体的な実施方法は、四半期毎に市場の状況を見ながら決定）。

小　　計

一般会計分　計

借換債

合　　計

各計数ごとに四捨五入したため、計において符合しない場合がある。

２５年度当初

個人向け販売分　計

公的部門（日銀乗換）

復興債

２４年度当初

カレンダーベース市中発行額とは、あらかじめ額を定めた入札により定期的に発行する国債の4月から翌年3月までの発行予定額の総額をいう。

第Ⅱ非価格競争入札とは、価格競争入札における加重平均価格を発行価格とする、価格競争入札の結果公表後に実施される国債市場特別参加者向けの入札をいう（価格競争入札における各国債市場特別参加者の落札額の
15％を上限）。第Ⅱ非価格競争入札に係る発行予定額については、当該入札を実施する国債（40年債、30年債、20年債、10年債、5年債、2年債及び10年物価連動債）のカレンダーベース市中発行額の3.75％を計上している。

年度間調整分とは、前倒債の発行や出納整理期間発行を通じた、前年度及び後年度との調整分をいう。

建設国債

区　　分 区　　分
２５年度当初

平成２５年度国債発行予定額

財投債

２４年度当初

うち復興債分

市中発行分　計年金特例国債

２４年度補正後 ２４年度補正後

(b) (c)(a) (a) (b) (c)(c)－(a) (c)－(b) (b)－(a) (c)－(a) (c)－(b)

2



＜カレンダーベース市中発行額＞

(b)－(a) (c)－(a) (c)－(b)

0.5 × 4 回

0.6 × 8 回

2.3 × 10 回

2.4 × 2 回

2.5 × 10 回

2.7 × 2 回

▲ 0.3 6.9 7.2

(注１)

(注２)

(注３)

(注４)

(注５) 流動性供給入札の具体的な実施方法は、四半期毎に市場の状況を見ながら決定。

30年債については、5月・8月・11月・2月に0.5兆円、その他の月に0.6兆円の発行を予定している。

0.6実務的な検討を進め、決定

２５年度当初

2.4 × 12 回

2.7 × 12 回

カレンダーベース市中発行額とは、あらかじめ額を定めた入札により定期的に発行する国債の4月から翌年3月までの発行予定額の総額をいう。

40年債については、5月・8月・11月・2月の発行を予定している。

156.6

0.6 × 12 ヶ月

回 30.0

─             

1.2            

─             

1.2            

2.4            

2.4            

回 1.6

2.5 × 12

─             ─             

─            ─             

0.6            

▲ 0.9

0.6            

7.2

─             

28.8 1.0            

32.4 2.0            

─             

2.9 × 12 回 34.8 2.4            

1.2 × 12 回 14.4 ─             

─             

6.8 1.2            

149.4

ヶ月12× 7.2 ─             

0.4 × 4

149.7計

12

× ─             

─            

7.2

0.4            

─             

30.4

30.0

32.4

12

12 回

1.6

0.2            

14.4 ─             

─             

─             

２４年度補正後

1.6

5.6

27.6

14.4

5.6

27.8

(年間発行額 ; b )(年間発行額 ; a ) 　(1回あたり)

30.0

回

12

12

回

回

×2.3

区分
２４年度当初

４０年債 × 回

　(1回あたり)

0.4

１年
割引短期国債

５年債 × 回2.5 12

12

×2.7 回 32.412

(年間発行額 ; c )　(1回あたり)

２年債

12

80.7

１０年債

×2.5 30.0回

流動性供給入札 ×0.6

６ヶ月
割引短期国債

１０年物価連動債 実務的な検討を進め、決定

0.7 × 8

×

回

2.7 ×

1.2２０年債

回0.4

３０年債 ×

4

×1.2

物価連動債については、償還時の元本保証を設けた新たな商品性により発行を再開。具体的な再開時期等については市場関係者を交え検討。

ヶ月

0.9

× 4

▲ 0.9

0.6

回

回

2.5

（単位：兆円）
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国債発行総額の推移

35.5 31.3 27.5 25.4
33.2

52.0
42.3 42.8 44.2

49.5
42.9

2.6
2.6

11.3

2.7

2.4

1.9

84.5

105.5
108.1

99.2
93.9

90.5
100.8

109.0
112.3

111.1

112.2

40.1

28.2
25.6

16.8 8.6

9.4 8.4

13.1
15.0

15.0

11.0160.1 
165.0 

161.2 

141.3 
135.7 

151.8 151.5 

176.2 174.2
180.5 

170.5

0

50

100

150

200

（兆円）

財投債

借換債

復興債

年金特例国債

建設・特例国債

（注１） 23年度までは実績。
（注２） 各計数ごとに四捨五入したため、合計において一致しない場合がある。

（年度）
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33.4 29.9
24.8 22.8 21.0

32.9 30.0 30.0 30.9 30.0 30.0

44.4
44.4

44.4 44.4 44.5

55.6 60.0 60.8 62.4 62.8 67.2

22.8
22.8

22.8 22.8 22.8

25.0 26.4 26.4
27.6 27.8

28.8

9.2
10.4

11.9 12.1 13.6

17.7
19.2 20.4

21.6 21.6

22.8

8.0 10.8
7.9

6.4
2.1

1.2
1.2

2.3

6.3
7.2 7.2

7.2 7.2

7.2

117.8 118.3 
113.0 

109.7 
106.3 

137.5 

142.8 144.8 
149.7 149.4 

156.6 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

16 17 18 19 20 21 22 23 24 24 25

流動性供給入札 物価連動債・変動利付債

超長期債（10年超） 長期債（10年）

中期債（２～５年） 短期債（１年以下）

（注１） 2011年度までは実績。
（注２） 短期債については割引債であり、中期債、長期債及び超長期債については固定利付債である。

（年度）

（兆円）

カレンダーベース市中発行額の推移

（注１） 2011年度までは実績。
（注２） 短期債については割引債であり、中期債、長期債及び超長期債については固定利付債である。

（年度）

（兆円）

カレンダーベース市中発行額の推移

（注１） 2011年度までは実績。
（注２） 短期債については割引債であり、中期債、長期債及び超長期債については固定利付債である。

（年度）

（兆円）

カレンダーベース市中発行額の推移

（注１） 23年度までは実績。
（注２） 短期債については割引債であり、中期債、長期債及び超長期債については固定利付債である。

（年度）

（兆円）

カレンダーベース市中発行額の推移

（当初） （補正後） （当初）

0.6
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カレンダーベース市中発行額の平均償還年限

7年11ヶ月

7年10ヶ月

7年9ヶ月

7年9ヶ月

7年7ヶ月

7年3ヶ月

7年4ヶ月

7年0ヶ月

7年0ヶ月

6年8ヶ月

25年度

（当初）

24年度

(補正後)

24年度

（当初）

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

（注）23年度までは実績。
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国債発行残高の推移

241.4 247.0 243.2 236.9 224.9 238.3 246.3 248.3 250.4 256.4 

257.6 
279.9 288.5 304.5 321.0 

355.6 

390.0 
410.9 

448.5 
475.8 

10.7 

11.2 12.2 

2.6

5.2 

121.6 

139.4 138.9
139.8 131.1

122.2

118.2

110.9

110.0

105.2

620.6 

666.3 670.6 
681.2 677.0 

716.2 

754.5 

780.8 

822.7 
854.8 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

(年度)

財投債残高

年金特例国債残高

復興債残高

特例国債残高

建設国債残高

（注1）計数ごとに四捨五入したため、合計等において一致しない場合がある。

（注2）計数は額面ベース。23年度までは実績、24年度は実績見込み、25年度は当初見込み。
（注3）ここでの特例国債残高には、承継債務借換国債等を含む。

499.0

526.9 531.7
541.5 545.9

594.0

636.3

普通国債
計749．6

669.9

（兆円）

712.7
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海外
858,504

9.1%

　 年金基金
288,795

3.0%

公的年金
665,877

7.0%

日本銀行
1,049,250

11.1%

　 生損保等
1,830,392

19.3%
銀行等

4,018,814
42.4%

家計
254,965

2.7%

その他
251,819

2.7%
財政融資資金

23,450
0.2%

一般政府
（除く公的年金）

242,311
2.6%

出典：日本銀行 資金循環統計
（注１）「国債」は財投債を含む。
（注２）「銀行等」にはゆうちょ銀行、 「証券投資信託」及び「証券会社」を含む。
（注３）「生損保等」はかんぽ生命を含む。

合計 948兆4,177億円

国債及び国庫短期証券(T-Bill)の所有者別内訳
（平成24年９月末（速報））
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